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2025年社会階層と社会移動全国調査
（2025SSM調査）の意義と課題

東京大学　社会科学研究所　藤原　翔

　「社会階層と社会移動全国調査（Social Stratification and Mobility Survey：SSM調査）」は、日
本社会の格差・不平等の実態やメカニズムを解明するために、1955年より10年ごとに社会学者を
中心に行われてきた。2025年3月からは科学研究費助成事業・特別推進研究の助成を得て、2025
年社会階層と社会移動全国調査研究会（共同研究代表：東京大学社会科学研究所　藤原翔、永吉
希久子）によって第8回目の調査が行われる（調査名は「仕事と生活に関する全国調査」）。調査の実
施は一般社団法人 中央調査社に委託しており、プロジェクトの詳細は研究プロジェクトのホーム
ページにて公開されている（https://ssm2025.jp/）。これまでのSSM調査は、学術調査としての
質と代表性を確保するため、住民基本台帳や選挙人名簿から無作為に選ばれた対象者を調査員が
訪問し、面接調査を行う方法を採用してきた。そのため、調査対象者と調査員との直接のやり取
りが必要となる。近年は個人情報保護やプライバシーへの意識の高まり、また生活スタイルの多
様化など社会環境は大きく変化しているが、2025年もこの信頼性の高い調査方法を継続して採用
し、調査対象者の理解と協力を得て、日本社会の格差・不平等を理解するための重要なデータを
収集する。ここでは、SSM調査の中心的な関心である職業や職歴の情報を用いた分析を交えながら、
SSM調査の意義や課題を述べたい。

1.社会階層と社会移動全国調査（SSM調査）とは
　社会的な格差や不平等に人々の注目が集まっ
てから20年以上が経過した（佐藤 2000）。日本
社会は格差社会と呼ばれ、収入や雇用・職業だ
けではなく、学歴、教育、健康などに関する様々
な格差に関する書籍が出版されてきた。世の中
には様々な格差があり、それが大きいことや拡

大していることを人々はなんとなく実感してい
るもしれない。かつてと比較して日本社会が良
くなった、平等化した、格差が縮小したと感じ
る部分もあれば、悪くなった、不平等化した、
格差が拡大したと感じる部分もあるだろう。し
かしこういった社会の実態や変化を正確に理解
するためには、基本的には対象者が無作為抽出
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のような方法で選ばれる科学的な手続きによる
調査を実施し、そこから得られるデータを分析
する必要がある。社会全体の縮図となる客観的
なデータがなければ、格差の実態を理解し、ま
たその原因をつきとめ、解決に有効な提言をす
ることも難しい。そして精度の高いデータを得
るためにはまず何よりも調査対象者の、そして
調査を実施する調査員・調査機関、個人情報を
管理する自治体、研究実践を批判的かつ建設的
に支える学術コミュニティの理解と協力が不可
欠である。
　「社会階層と社会移動に関する全国調査」

（Social Stratification and Mobility Survey：
SSM調査）は、1955年より10年ごとに行われて
いる日本を代表する社会調査であり、日本社会
の格差・不平等の実態を明らかにし続けてきた。
職業、学歴、収入だけではなく、ジェンダー、
社会意識や政治意識、家族形成、ライフスタイル、
健康などに関する日本社会の格差・不平等を分
析している。格差・不平等は様々な現象に確認
されるため、一見格差・不平等とは関連のなさ
そうな質問を調査で尋ねられることに調査対象
者は疑問を感じるかもしれないが、これらの多
様な質問は社会の不平等構造を多面的に理解す
るために不可欠なものである。その成果は報告
書や学術論文、日本語や英語による書籍として

公開されている（例えば、原・盛山 1999；佐藤・
尾嶋編 2011；Shirahase ed. 2022、また社会階
層研究の動向としては、藤原 2023）。
　SSM調査の沿革については2015年のSSM
調査代表である白波瀬（2016）による『中央調
査報』No.712（https://www.crs.or.jp/backno/
No712/7121.htm）に詳しい。1955年から1975
年までは男性のみの調査であったが、1985年か
らは女性に対しても調査が実施された。2015年
に実施された第7回目のSSM調査は、中央調査
社が実施し、7,817名の対象者の協力を得るこ
とができた。1955年から2015年までのデータ
には男性18,006名、女性11,672名、計29,678
名の情報が含まれており、多くの対象者の調査
の理解と協力によって学術的にも政策的にも貴
重なデータが蓄積された。この積み重ねは、現
代的な課題をつきつける資料となるとともに、
戦後日本社会あるいは戦中の人々の働き方を知
ることも可能な歴史的資料となっている。
図1にデータに含まれているこれまでの調査

対象者数を、どの時点の調査であるかを色分
けしつつ出生年別に示した。最も昔に生まれた
1886年生まれ（1955年調査で69歳）から、最も
新しい年に生まれた1994年生まれ（2015年調査
で20 ～ 21歳）が含まれており、60年間、100年
以上の生年をカバーしていることになる。

図1　1955年から2015年までのSSM調査データからみた調査年と男女別の対象者の出生年の分布
注：1955年から2015年までのSSM調査データ。
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　2025年のSSM調査（「仕事と生活に関する全国
調査」）では、対象者は20歳から79歳まで（1945
年～ 2004年生まれ）であり、新たに1995年生ま
れから2004年生まれの人々が含まれることになる。

2.日本社会の格差の実態解明：
2つの比較の方法を通じて

　SSM調査の重要性を比較という視点から検討
したい。現在の日本社会の格差の状況を理解す
るためには、比較という視点が重要となる。そ
もそも比較とは、異なる対象の間での類似点や
相違点を見出すことで、それぞれの特徴や位置
づけをより鮮明に理解する方法である。
　比較の方法のひとつに空間的な比較・社会間
の比較がある。制度間の比較と呼んでもよいだ
ろう。2005年のSSM調査では日本だけではなく、
韓国や台湾でも同様の調査を実施し、各社会の
実態を比較することで、社会的状況によって異
なる格差・不平等のメカニズムを明らかにする
とともに、それによって際立って見られる日本
社会の特徴を描き出している（例えば、佐藤・尾
嶋編 2011、有田 2009）。こういった比較は、他
の国で独自に収集されたデータと合わせた分析
でも行われている（石田・三輪 2009）。
　もうひとつの比較の方法としては、時間的な
比較・歴史的比較がある。SSM調査では1955
年から2025年という長期の比較を行うことに
よって、現在確認される格差がどの時点からみ
られるのか、またそのパターンがどのように変
化したのかあるいは変化しなかったのかを示す
ことができる。近年注目が集まっている現象で
あっても、データをみるとはるか昔から存在す
る現象であるような場合もある。
　両者をあわせた議論も可能である。例えば、
ヨーロッパやアメリカのデータからは親と子ど
もの職業の関連が弱まり、より社会が流動化し、
機会が平等化してきたことが指摘されたが、日
本社会ではSSM調査が開始されてきた1955年
以来、その関連の強さや構造が大きく変化して
こなかったことが指摘されている（石田・三輪 

2009）。つまり、親と子どもの職業の関連にみ
られる不平等構造は、ずっと昔から維持されて
いるということができる。
　異なる社会・制度的文脈間の空間的・時間的
比較から現代日本社会の位置づけを理解するう
えで、SSM調査は大きな役割を果たしている。
同時に、国際的な比較研究の一事例として用い
られることによって、国際的な学術コミュニティ
にも大きく貢献している。

3.職業や職歴に注目したアプローチと
その重要性

　SSM調査の大きな特徴として、国際比較・歴
史的比較も可能な長期的に実施されている調査
であることだけではなく、個人の職歴や家族の
職業を詳細に尋ねていることがあげられる。個
人の職歴については、「個人の従業先」、「職業」、

「従業上の地位」、「役職」に変化が生じた場合に、
その時の年齢と変化の内容を記録することによ
り、初めて就いた職業（初職）から現在の職業（現
職）まで、無職の期間も含めた膨大な情報を得る
ことができる。
　さらに本人だけではなく配偶者や親も含めた
従業先の事業内容や仕事の内容については、標
準的な分類に対応できるような精度の高い情報
が必要である。そのため、「従業先の事業内容」
については「野菜の販売」、「自動車の製造」、「薬
品の卸売」、「衣服の小売」、「旅館経営」など事業
内容が分かるように、「仕事の内容」については

「小学校教員」、「プラスチック製品（おもちゃ）の
製造」、「スーパーのレジ係」、「銀行の窓口の仕
事」、「高齢者家庭で身の回りの世話・介護」など
仕事の内容が分かるように、調査員が対象者に
具体的な内容を引き出すよう質問している。
　こういった長く複雑な情報を得るためには、
調査対象者の協力と熟練した調査員による聞き
取りが必要となる。職業や職歴情報が必要だか
らこそ、個人情報保護やプライバシーへの関心
が高まった今日においても、郵送やウェブによ
る調査ではなく訪問面接調査という形式を採用
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している。
　ではこのような職業の詳細な情報から、何が
分かるのだろうか。例えば、先程も例に挙げた
親と子どもの職業の関連については、1955年か
ら2015年までのSSM調査データから図2のよ
うな結果が得られている。散布図の横軸は父親
の職業的地位スコアであり、縦軸は子どもの職
業的地位スコアである。もちろん、全ての職業
には固有の価値があり、社会にとって不可欠な
役割を果たしている。その上で、社会学的研究
は、一般的に有利とされている職業ほど職業的
地位スコアの値は高く、不利とされている職業
ほど職業的地位スコアの値は低くなるという分
析枠組みから、社会における格差や不平等を理
解しようとしている。職業的地位スコアとして
は、人々による職業の威信の評価をもとに作成
した職業威信スコア（威信が高い職業で高い値
となる）と、その職業に必要な学歴の水準や職務
遂行の結果として得られる収入の水準をもとに
作成した社会経済指標のスコアを用いた（学歴や
収入の水準が高い職業で高い値となる）。年齢は
25歳から64歳の範囲とし、親子ともに職業的地
位スコアの情報が得られた対象者にのみ限定し
ている。
　散布図だけをみても関連のパターンは見えづ
らいため、そこに関連をよく説明する曲線を当
てはめてみると、どの時代・性別でも曲線は右

肩上がりとなっている。つまり、どの時代・性
別においても親の職業的地位が高いとその子ど
もの職業的地位が高いという結果が得られた。
また、男性よりも女性のほうがやや平らに近い
曲線を描いており、女性の方が親子の職業間の
関連は弱いといえる。実際には背景要因や職業
構造の変化の影響を調整した様々な指標によっ
て、世代間の職業の関連が数値で要約されるが、
こうした図からも日本社会の不平等のパターン
を十分に理解することが可能である。
　次に職歴のデータを使った分析を示す（藤原 
2018）。図3は年齢グループ別に対象者の職業
的地位スコアの平均値の変化を示している。図
3より、男性についてはすべての年齢集団におい
て職業的地位スコアは20代から50代にかけて上
昇し、定年年齢付近で低下する傾向が見られる。
一方、女性については20代から30代前半にか
けて上昇するものの、その後は横ばいまたは緩
やかに低下している。
　以上のように、職業の情報を詳細に得ること
で、世代間の職業関連の分析から、親の職業的
地位と子の職業的地位の間に一貫した正の関連
が存在することが明らかになった。これは社会
的地位の世代間の継承性を示すとともに、機会
の不平等が時代を超えて存続していることを示
している。次に職業経歴分析からは、年齢とと
もに変化する職業的地位の軌跡が性別によって

図2　父親の職業的地位スコアと子ども（対象者）の職業的地位スコアの関連（上段：職業威信スコア、下段：社会経済指標）
注：1955年から2015年までのSSM調査データ。
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異なることが示された。男性では50代まで上昇
して定年後に低下するのに対し、女性では30代
前半までの上昇にとどまるという知見は、労働
市場におけるキャリア形成の性差を浮き彫りに
している。このように詳細な職歴情報があるこ
とで、社会階層の形成・維持のメカニズムやプ
ロセスを理解することが可能となる。

4.2025年調査の枠組み
　SSM調査は以上のような職業や職歴に注目し
た分析だけではなく、学歴、収入、資産につい
ての格差・不平等やジェンダー、社会意識や政
治意識、家族形成、ライフスタイル、健康など
に関する日本社会の格差・不平等の実態を明ら
かにしてきた。では、今日的なSSM調査の課題
とは何だろうか。
　グローバル化、脱工業化、少子高齢化といっ
た社会の急激な変化に加え、近年の国家間の対
立、国内における政治的分断、新型コロナウイ
ルス感染症拡大といった危機的な状況は、格差・
不平等や社会的分断に多大なる影響を与えてい
る。そこで2025年のSSM調査では、これら社
会の変化と格差・不平等および社会的分断がど
のように関連しているのかを、70年間の長期的

トレンドをふまえつつ明らかにすることを目的
とした。そこでは分断化・多様化する現代日本
社会において、（1）格差・不平等や社会的分断
はどのような特徴を持つのか、（2）それはどのよ
うなメカニズムによって生じているのか，（3）そ
の解決のための条件はどのようなものか、とい
う3つの問いを立ててアプローチする。
　SSM調査の利点や伝統を引き継ぎ、比較可能
性を維持しつつも、以上のような課題を達成す
るためには新たな分析枠組みが必要となってく
る。そこでまず新たな取組みとしては追跡調査
を予定している。これまでのSSM調査は主に格
差・不平等のパターンや規則性を明らかにして
きたが、その解決に向けた提言やシナリオを十
分には示してこなかったといえる。もちろん精緻
な理論や分析に基づかない安易な解決策の提言
はかえって害ともなり得るし、学術コミュニティ
への不信につながる可能性がある。しかしそれ
でも格差・不平等の解決策に向けた議論の土台
として利用可能なデータや結果を蓄積していく
ことは重要な課題である。そこで2025年SSM
調査研究会では、同意の得られた人々を対象に
追跡調査を行い、人々がどのように生活や意見
を変化させていくのか、その原因は何かを明ら

図3　年齢グループ別にみた対象者の職業的地位スコアの平均値
注：2015年のSSM調査データより藤原（2018）をベースに作成。20‐29歳については変化の軌跡を十分に追跡
できないため省略した。
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かにすることで、格差・不平等や分断形成のメ
カニズムを理解しそれを解決する方法を探る。
これまでの人生の歩みを詳細に記録し、さらに
その後の軌跡を明らかにする縦断的調査からは、
日本社会の今後を長期的な視点から観察し、見
守っていく上での貴重なデータが生まれる。
　次の課題として挙げられるのは、これまで含
まれてこなかった集団を調査対象者として追加
することである。
　「階層構造の研究を、広く社会的不平等の研究
と理解するならば、今日の階層構造の研究は大
きな転機を迎えているといえるでしょう。第1は
社会階層状況のグローバリゼーションでありま
す。・・・（中略）・・・第2は、従来の身分・階級・
階層といった古い社会的不平等の問題とともに、
高齢者層・障害者・マイノリティー・エスニシティ
という新しい社会的不平等の問題が出現しつつ
あります。」
　これは1985年のSSM調査の成果本『現代日本
の階層構造』（全4巻、東京大学出版会）に対する
第1回福武直賞授与の際、研究代表であった直井
優（直井 1991、9-10）が述べた授賞者あいさつ
の一部である。すでに1990年代初めに挙げられ
た課題のすべてをこれまでのSSM調査が十分に
達成できているわけではないが、2015年のSSM
調査では調査対象者の上限年齢を69歳から79
歳まで10歳引き上げることで、高齢者層におけ
る社会的不平等の問題を分析できるデータを得
ることが可能となった。同時に同プロジェクトか
ら派生した「社会階層と移民調査研究会」が外国
籍住民に対する調査を実験的に実施することで、
課題と問題点が整理された（白波瀬他　2018）。
　2025年の調査ではこの課題を引き継ぎ、対象
者は20歳から79歳までとし、また外国籍住民に
対する調査を行い、日本国籍をもつ住民だけで
はなく外国籍住民を含めた日本社会の格差・不
平等の状況を理解しようと試みている。すでに
永吉編（2021）によって外国籍住民に対する調
査は行われているが、調査時期や内容を日本国
籍者と比較可能な設計で実施することの意義は

大きい（ただし面接法ではなく郵送法を用いる）。
こうした調査を成功させるためには、日本に居
住する外国籍の人々の同意や協力も必要となっ
てくる。
　2025年のSSM調査では、以上のような追跡
調査を実施し、新たな対象者を加えることだけ
ではなく、さらにビッグデータとの接合、ウェ
ブ調査の導入、実験、そして新たな統計的手法
の適用といった新しい時代の社会調査によって、
格差・不平等にアプローチする。これらの新た
な方法は、単なる技術志向や流行的手法の適用
ではなく、社会現象の複雑性を適切に理解し、
多面的に捉えるために理論的根拠に基づいて導
入される。

5.おわりに
　EBPM（エビデンス・ベースト・ポリシー・メ
イキング：証拠に基づく政策立案）、ビッグデー
タ、データサイエンス、そしてオープンサイエ
ンスといった言葉の普及に見られるように、現
代社会ではデータに基づいた科学的議論の重要
性が高まるとともに、データの収集・処理・分
析の高度化とプロセスの透明化・公開化が急速
に進展している。伝統的な社会調査の方法を維
持してきたSSM調査も、こういったデータや研
究環境の大きな変化の流れの中で、社会調査の
現代的なあり方を問い直しながら様々なアップ
デートを行っていく必要がある。しかし、社会
調査のそもそもの役割や目的から逸脱してはな
らないだろう。
　政府や自治体による調査、報道機関による調
査、アンケート調査、SNSによる意見やコメン
トに加えて、SSM調査のような社会調査も、人々
の生活を追跡し、多様な声を聞く方法のひとつ
として位置づけられる。人々の生活や意見を、
調査を通じて得ることで、社会の実態と課題を
明らかにするのである。これこそが社会調査の
目的であり、こうした研究活動は調査対象者か
ら貴重な時間を割いて詳細な情報を提供しても
らうことを基盤として成り立っている。また調
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査員の丁寧な聞き取りと正確な記録がなければ、
SSM調査の関心に応えられるような信頼性の高
い職業や職歴のデータを収集することはできな
い。両者の協力があってこそ初めて、人々の生
活や意見を伝え、社会の格差や不平等の実態を
映し出す鏡としての役割を、SSM調査は果たす
ことができる。
　SSM調査は、学術的価値だけでなく、これ
までの社会の実態を映し出す公共財としての側
面も持つ。現時点（2025年2月）では2025年の
調査はまだ実施されていないものの、調査から
得られた知見は学術論文や書籍という形で広く
社会に還元され、政策を議論するための基礎資
料としても活用されるだろう。今後も変化する
社会環境に対応しながら、日本社会の構造的変
化を長期的に捉える貴重な社会の記録として、
SSM調査の伝統を継承していく。そして何より
も、この調査に協力してくださる一人ひとりの
生活や声を大切にし、それを正確に社会に伝え
ていくことが、私たちの重要な使命である。
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　本研究はJSPS科研費JP23H05402（科学研
究費助成事業・特別推進研究）の助成を受けた。
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◇  告　知　板
2月の時事世論調査

2月の時事世論調査によると、
石破内閣の支持率は0.3ポイント
増の28.5％だった。不支持率は
40.1％で0.2ポイント減だが不
支持が支持を上回った状況が続
いている。

調査は全国18歳以上の男女
2,000人を対象として2月6日か
ら9日に実施、有効回収（率）は
1,126（56.3％）だった。

この時期の国内の動きは、
訪日客消費、初の8兆円：観光

庁が発表した2024年の訪日外国
人旅行消費額は、前年比53.4％
増の8兆1395億円だった。過去
最高だった23年を大きく上回り、
初めて8兆円を突破。歴史的な円
安を追い風に訪日外国人数も過
去最多になった（1月15日）。
日銀、0.5％に利上げ：日銀

は金融政策決定会合を開き、政
策金利である短期金利の誘導目
標を現行の「0.25％程度」から

「0.5％程度」に引き上げることを
決めた。約17年ぶりの水準とな
る。（1月24日）。
危機克服へ「楽しい日本」：石

破茂首相は施政方針演説で、「わ
が国の直面する現実を直視しな
ければならない」と危機感を訴え
た。その上で「人中心」の新しい
日本社会の構築が必要だと説き、
キーワードは「楽しい日本」だ。（1
月24日）。
横綱豊昇龍、誕生：日本相撲

協会は大相撲春場所の番付編成
会議と臨時理事会を開き、大関
豊昇龍（25）＝モンゴル出身、立
浪部屋＝の横綱昇進を満場一致
で決めた。2021年名古屋場所後
に昇進した照ノ富士（現親方）に
続く74人目の横綱が誕生。（1月
29日）。

障上の理由からデンマーク領グ
リーンランドの獲得に野心を示
していることを受け、デンマー
ク側が必死の「防戦」に乗り出し
ている。（1月29日）。
米貿易赤字、17％増：商務省

が発表した2024年の貿易統計
（国際収支ベース、季節調整済み）
によると、モノとサービスを合
わせた貿易収支の赤字額は、前
年比17.0％増の9184億ドル（約
141兆円）だった。モノの赤字が
増えたことを背景に、2年ぶりに
拡大した。（2月6日）。

政党支持率　自民 党の支 持
率は前月から0.6ポイント増の
17.9％だった。以下、立憲民主
党は0.3ポイント増の5.4％、日
本維新の会は0.8ポイント減の
2.0％、公明党は0.2ポイント増
の3.8％、共産党は0.4ポイント
増の1.8％、国民民主党は6.1％
と0.5ポイント減だったが引き続
き野党トップだった。支持政党
なしは1.3ポイント減の56.0％
だった。

国民の景気感　「良くなった」
は 前 月 か ら0.9ポ イ ン ト 減 の
2.5％、「悪くなった」は5.5ポイ
ント増の52.9％だった。時事世
論景気指数は前月から16ポイン
ト減少して22となった。

暮らし向き　昨年の今頃と比
べて「楽になった」は前月から0.5
ポイント増の3.2％、「苦しくなっ
た」は6.6ポイント増の49.2％と
なった。

壁見直し時期、財源と合わせ
判断：石破茂首相は衆院予算委
員会で、所得税の負担が生じる
年収ライン「103万円の壁」を178
万円に引き上げる時期について、
財源確保策と合わせて判断する
考えを明らかにした。ガソリン
税の暫定税率廃止に関しても同
様の見解を示した。（2月3日）。
日米新首脳が初の会談：石破

茂首相はホワイトハウスでトラ
ンプ大統領と初めて会談した。
日本企業の対米投資を1兆ドル
規模に拡大する方針を伝達。ト
ランプ氏は対日貿易赤字の解消
を目指すと表明し、実現しない
場合は新たな関税措置を取る可
能性に言及。（2月8日）。

国外では、
米LA山火事、大規模災害宣言：

米カリフォルニア州ロサンゼル
ス近郊で複数の山火事が発生し、
民家など1,100棟 超が焼失し、
10万人以上が避難を強いられた。
バイデン大統領は大規模災害を
宣言し、被災地域への支援強化
を表明した。（1月9日）。
中国人口、３年連続マイナス：

中国国家統計局は2024年の総人
口が14億828万人に減少したと
発表した。マイナスは3年連続で、
前年から139万人減った。少子
高齢化が急速に進んでおり、今
後さらに減る可能性が高い。（1
月17日）。
ガザ停戦が発効：イスラエル

とイスラム組織ハマスが約1年3
カ月にわたり交戦したパレスチナ
自治区ガザで、停戦合意が発効
した。ただ、イスラエルのネタニ
ヤフ首相は「一時的な停戦で、必
要ならば戦闘を再開する」と予断
を許さない状況だ。（1月19日）。
米脱退は「遺憾」：世界保健機

関（WHO）はトランプ米大統領が
WHO脱退に向けた大統領令に
署名したことを受け、「遺憾に思
う」との声明を発表した。米国は
WHOの最大の資金拠出国。脱
退により、WHOが途上国・紛争
地域で行う感染症対策や医療支
援に支障を来す可能性がある。（1
月21日）。
グリーンランド巡り必死の「防
戦」：トランプ米大統領が安全保

時事世論景気指数

2014年 14年 15年 16年 17年 18年 19年 21年
129.1 126.0 120.0 131.9 130.0 109.9 25.0 34.6
22年 23年 24年 （3月）（4月）（5月）（6月）（7月）
23.1 53.3 89 77 59 45 59

（8月）（9月）（10月）（11月）（12月）25年 （1月）（2月）
61 51 59 52 42 38 22
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